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平成２９年２月１２日 

第８４回管理運営問題部会 議事録 

 

開催日時 ２０１７年１月２２日（日）  １４：００~１６：００ 

開催場所 ブリリア多摩センター 集会室 

出席者（敬称略・順不同） 

     常光、小川、長谷川、内多、小幡、橋口、白石、井口 

  以上８名     

司会者  常光部会長  

 

議 題  

１）マンション法（区分所有法）の読込み 

・第１５条「共用部分の持分の処分」     担当 小川氏  

２）その他 

 

資 料 ・「マンション法の解説 ―区分所有法―」 （各自が準備） 

・「マンション管理基本法令集」       （各自が準備） 

・『区分所有法第 15条 共用部分の持分の処分」（小川氏が準備） 

 

議事 

区分所有法第１５条「共有部分の持分の処分」について小川氏より以下の説明があった。 

１）第 15条 1項 

➀この項は専有部分と共用部分の不可分性を規定した条項。 

・区分所有者が専有部分を売却すれば、当然共用部分の持分も買い主に移転する。専有部分に

抵当権が設定されれば、その効力は共有部分の持分にも及ぶ。 

②区分所有関係の権利（詳細は末尾の添付資料参照） 

区分所有関係 部分 権利 

建物 
専有部分 区分所有権 

共用部分 共用持分権 

敷地  敷地利用権 

③共同所有（広義の共有）の形態（詳細は末尾の添付資料参照） 

 各自の持分 各自の持分の処理 各自の持分の分割請求 事例 

総有 なし 認められない 認められない 入会権・権利能力

なき社団 

合有 有り 所有目的により制限され

る 

団体存続中は認められない  

共有 有り 自由（他の共有者から独立

して処分できる） 

自由（いつでも分割の請求

可） 

 



- 2 - 

 

２）第 15条 2項 

➀この項は法律、規約で定めれば第 1項の例外を認めている。 

・例外の第１は区分所有法第２７条１項による管理所有。 

・例外の第２は規約の設定または変更（第１４条４項）。 

②上記の例外の第２について具体的なケースについて意見が交わされた。 

②－１．規約を変更して共用部分の一部を一部共用とした場合、共用部の持ち分の変更となるが、

これは第 1項でいう分離処分の禁止には当たらない。 

②－２．第１５条による分離処分の禁止は昭和５８年の改正で追加された条項である。これ以前

からの継続性に対応する例外規定と考えられる。 

例えば、以前にマンションのデベロッパーが敷地内に駐車場を設け、区分所有者に販売

し専有部となっている場合がある。この駐車場だけを居室の専有部分と切り離して他の

区分所有者に売却できることとしている例外がある。 

なお、この改正の年に不動産登記法も改正され登記上、敷地権が建物と分離不可分を表

示している。 

３）その他 

➀多摩ニュータウンに見られる分有について。団地内にタウンハウスと中層フラットタイプの建

物の混在する形態における、共用部分の持分及び管理方法の実際についての紹介や議論があっ

た。分有はタウンハウス区分所有者などがその建物敷地を、それぞれ自らの土地として所有す

るもの。分離処分禁止の対象とはならず、登記簿にも土地所有者として登記可能だ。 

 問題は、個人所有の分有土地に対し管理組合の維持管理責任があるかないかである。    

実際には分有土地の扱が十分議論されておらず、規約・細則等にも盛り込まれないままになっ

ているようだ。 

②訂正事項 

前回「共用部分の持分の割合」の検討において、事例に挙げた管理組合には「一部共用」は無

いと説明したが、「一部共用」有りと訂正する。理由は、棟の戸数で均等に（一つの棟内の部屋

は全て同一の床面積）持分を按分している「棟の共用部分」がある。この部分はそれぞれの棟

のみの共用部であるので。この団地（管理組合）には一部共用が存在する。 

以上 

（記録 井口） 

次回 平成２９年２月１９日（日）１４：００～１６：００ 

  場所 ブリリア多摩センター 集会室 
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【添付資料】 


